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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

３ 第100期第３四半期連結累計期間及び第100期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４ 第101期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第100期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期 

第３四半期 
連結累計期間

第101期 
第３四半期 
連結累計期間

第100期

会計期間
自 平成23年１月１日
至 平成23年９月30日

自 平成24年１月１日 
至 平成24年９月30日

自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日

売上高 (百万円) 2,077,636 1,922,004 2,771,418 

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 65,380 △2,431 61,807 

四半期(当期)純利益又は四半期純
損失（△） 

(百万円) 32,514 △9,098 23,110 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 32,832 △8,454 23,562 

純資産額 (百万円) 288,426 263,127 279,152 

総資産額 (百万円) 1,232,462 1,167,535 1,208,442 

１株当たり四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金額（△） 

(円) 86.33 △24.16 61.36 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) 21.5 20.5 21.2 

回次
第100期 

第３四半期 
連結会計期間

第101期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日 
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△） 

(円) △12.56 9.27 
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は以下の通りであります。 

  
（石油事業） 

平成24年４月１日付で、当社の連結子会社である株式会社エネサンス北海道は、当社の連結子会社で

ある株式会社エネサンス札幌及び函館ガス株式会社を吸収合併しております。 

    

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

（1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日～平成24年９月30日）の国内経済は、個人消費や公共投

資において震災復興需要等もあり、上半期は堅調に推移しました。一方、輸出は長引く世界経済の低迷等

を背景に全体的に力強さを欠き、特に夏頃からは弱含んで推移しました。これらの結果、年初より認めら

れた緩やかな回復基調は、夏以降、その動きに足踏みがみられました。 

 原油価格を取り巻く国際情勢につきましては、春先まではイランへの制裁強化等により国際的な需給環

境がタイトになるとの観測が支配的でしたが、以降は世界経済の停滞が長期化することを懸念した需要減

退の観測が高まりました。しかしながら、夏に入ると欧米の金融緩和を背景とした景気回復とそれに伴う

原油需要拡大への期待感や中東情勢の緊迫化による供給懸念の高まりなどが見られました。代表的な指標

原油価格であるドバイ原油価格は、年初１バレル105ドル台で始まり、120ドルを越える水準まで達したも

のの、初夏には一旦は90ドルを割る水準にまで下落しました。その後は再度上昇に転じ、110ドル台で当

第３四半期を終えました。 

 （原油価格、為替レートの状況） 

 
   ※各数値は該当期間の平均値によります。 

このような経営環境の下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績については、売上高1兆

9,220億円（前年同期比7.5％減収）、営業損失2億円（前年同期比638億円の減益）、経常損失24億円（前

年同期比678億円の減益）となりました。なお、たな卸資産評価の影響等を除いた場合の連結経常利益相

当額については25億円となり、前年同期に比して349億円の減益となりました。 

  
各セグメントの業績は、次の通りです。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  ドバイ原油 
（ドル／バレル）

為替レート 
（円／ドル） 

為替レート 
（円／ユーロ） 

 平成23年12月期 第３四半期連結累計期間 106.2 80.6 113.4 

 平成24年12月期 第３四半期連結累計期間 109.6 79.4 101.7 

増 減 +3.4 △1.2 △11.7 
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① 石油事業 

当社グループの国内石油製品の販売状況は、中間留分の販売強化に加え、電力向け需要が引き続き

旺盛であったことから、堅調に推移しました。国内の需給環境につきましては、震災以降停止してい

た製油所の稼働が再開された一方で、一部の製油所では定期修繕や操業トラブルの発生による生産量

の減少も確認されており、大きく緩むことなく推移しました。国内市場における石油製品マージン

は、上半期には原油価格の急激な変動に影響を受けるなどして、低水準に推移していましたが、夏以

降は回復の兆しがみられました。  

 このような状況の下、石油事業の売上高は1兆8,677億円（前年同期比8.1％減収）、営業利益は141

億円（前年同期比676億円の減益）となりました。また、たな卸資産評価の影響を除いた場合の営業

利益相当額は191億円（前年同期比347億円の減益）となりました。 

  

② エネルギーソリューション事業 

太陽電池事業につきましては、国内では再生可能エネルギーの固定価格買取制度が７月から導入さ

れ、需要が急速に拡大しています。当社グループでは、需要伸長が顕著な大規模太陽光発電所及び産業

用途等の需要に対応する一方で、小規模な遊休地を持つ個人や企業を対象とした非住宅向けの太陽光発

電パッケージ商品「小規模発電所パック」の販売を７月より開始しました。海外においては、米国カリ

フォルニア州にて建設されている大規模太陽光発電所への製品供給が完了するなど順次進捗しており、

独国ブランデンブルク州では当社製品を使用した大型太陽光発電所の運営が開始されました。このよう

な状況にあって、当社グループにおける製品製造コストの低減は計画通りに進展しているものの、事業

環境につきましては、販売競争激化に伴う厳しい局面が当四半期においても継続しております。 

 電力事業につきましては、当社グループにて発電した電力を一般電気事業者へ融通することにより、

需給ギャップの解消に貢献しました。 

 これらの取り組みの結果、エネルギーソリューション事業の売上高は474億円（前年同期比24.0％増

収）、営業損失は156億円（前年同期比39億円の損失減）となりました。 

  
③ その他 

その他に関しては、売上高は68億円、営業利益12億円となりました。 

  
（2）財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、1兆1,675億円となり、前連結会計年度末に比べ409億円減

少しました。これは、主に季節的要因による売掛金の減少によるものです。 

 負債は、9,044億円となり、前連結会計年度末に比べ248億円減少しました。なお、有利子負債（長

期・短期借入金、コマーシャル・ペーパー及び社債の合計）残高は2,914億円となり、前連結会計年度

末に比べ130億円増加しました。 

 また、純資産は、前連結会計年度末に比べ160億円減少して2,631億円となりました。これは主に当第

３四半期累計期間における純損失の計上と配当金の支払によるものです。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は20.5％となりました。 
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重

要な変更はありません。 

  
（4）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費（含む減価償却費）の総額は、44億円で

す。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

    当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000 

計 440,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 376,850,400 同左
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数 
100株

計 376,850,400 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年7月１日～ 
平成24年9月30日 

― 376,850,400 ― 34,197 ― 22,045 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年６月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)１ 「単元未満株式」欄には相互保有株式に該当するシェル徳発株式会社保有の50株及び自己保有株式19 

   株が含まれております。   

  ２ 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ400株（議決権４個）及び50株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

   平成24年6月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式） 
普通株式  159,100 

― 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

(相互保有株式） 
普通株式  198,200 

― 同上

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

    376,308,700 
3,763,087 同上

単元未満株式 普通株式 184,400 ― 同上

発行済株式総数 376,850,400 ― ―

総株主の議決権 ― 3,763,087 ―

  平成24年6月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 

     

昭和シェル石油株式会社 
東京都港区台場 
   ２丁目３番２号 

159,100 ― 159,100 0.04 

（相互保有株式）      

西部石油株式会社 
東京都千代田区 
      神田美土代町７ 

115,000 ― 115,000 0.03 

シェル徳発株式会社 
徳島県徳島市中洲町 
   ３丁目５番地１ 

31,100 ― 31,100 0.01 

共同瓦斯株式会社 
愛媛県四国中央市土居町 
 野田甲1328-１ 

25,000 ― 25,000 0.01 

三重石商事株式会社 
三重県四日市市白須賀 
   ３丁目６番８号 

14,000 ― 14,000 0.00 

株式会社 
シェル石油大阪発売所 

大阪市淀川区西中島 
   ２丁目11番30号 

10,000 ― 10,000 0.00 

株式会社昭友 
東京都港区東新橋 
   １丁目２番11号 

2,000 ― 2,000 0.00 

豊通石油販売株式会社 
名古屋市中村区名駅 
   ４丁目９番８号 

1,100 ― 1,100 0.00 

計 ― 357,300 ─ 357,300 0.09 
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該当事項はありません。 

  

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年７月１

日から平成24年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平成24年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,562 16,144

受取手形及び売掛金 325,622 289,305

商品及び製品 143,721 164,888

仕掛品 943 1,214

原材料及び貯蔵品 129,280 131,814

その他 44,429 39,648

貸倒引当金 △856 △405

流動資産合計 658,704 642,608

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 109,486 104,401

機械装置及び運搬具（純額） 167,247 151,505

土地 158,856 158,453

その他（純額） 18,981 21,016

有形固定資産合計 454,571 435,377

無形固定資産 11,031 10,524

投資その他の資産   

その他 84,886 79,709

貸倒引当金 △750 △684

投資その他の資産合計 84,135 79,024

固定資産合計 549,737 524,927

資産合計 1,208,442 1,167,535

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 294,276 272,663

短期借入金 58,340 83,887

未払金 177,452 164,817

未払法人税等 3,725 1,830

引当金 2,391 4,500

コマーシャル・ペーパー 52,000 41,000

その他 50,166 65,004

流動負債合計 638,351 633,702

固定負債   

社債 35,000 20,000

長期借入金 133,022 131,551

退職給付引当金 75,335 75,395

特別修繕引当金 16,308 14,994

その他の引当金 479 －

その他 30,791 28,764

固定負債合計 290,938 270,705

負債合計 929,290 904,408
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 34,197 34,197

資本剰余金 22,113 22,113

利益剰余金 199,182 183,303

自己株式 △184 △184

株主資本合計 255,308 239,429

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 557 552

繰延ヘッジ損益 － △225

その他の包括利益累計額合計 557 326

少数株主持分 23,286 23,371

純資産合計 279,152 263,127

負債純資産合計 1,208,442 1,167,535
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 2,077,636 1,922,004

売上原価 1,920,169 1,825,788

売上総利益 157,467 96,215

販売費及び一般管理費   

運賃諸掛 27,806 28,414

人件費 26,609 26,439

その他 39,462 41,652

販売費及び一般管理費合計 93,877 96,506

営業利益又は営業損失（△） 63,589 △291

営業外収益   

受取利息 164 127

受取配当金 225 993

為替差益 1,266 －

持分法による投資利益 1,643 －

匿名組合投資利益 1,262 1,141

貸倒引当金戻入額 － 499

その他 999 1,112

営業外収益合計 5,561 3,874

営業外費用   

支払利息 3,152 3,210

為替差損 － 470

持分法による投資損失 － 1,086

その他 618 1,246

営業外費用合計 3,770 6,015

経常利益又は経常損失（△） 65,380 △2,431

特別利益   

固定資産売却益 7,929 1,441

補助金収入 301 1,819

その他 1,543 363

特別利益合計 9,774 3,624

特別損失   

固定資産処分損 2,002 1,367

投資有価証券評価損 47 1,344

減損損失 353 382

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,754 －

震災関連費用 1,519 －

その他 1,093 1,189

特別損失合計 6,771 4,284

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

68,384 △3,091

法人税、住民税及び事業税 4,826 2,909

法人税等調整額 30,075 2,227

法人税等合計 34,901 5,137

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

33,482 △8,228

少数株主利益 967 869

四半期純利益又は四半期純損失（△） 32,514 △9,098
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

33,482 △8,228

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △596 25

繰延ヘッジ損益 － △225

持分法適用会社に対する持分相当額 △53 △25

その他の包括利益合計 △649 △226

四半期包括利益 32,832 △8,454

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 31,877 △9,328

少数株主に係る四半期包括利益 955 873
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、

のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)

連結の範囲の重要な変更 

平成24年４月１日付で、当社の連結子会社である株式会社エネサンス札幌及び函館ガス株式会社は、当社の

連結子会社である株式会社エネサンス北海道を存続会社とした吸収合併により解散したため、連結子会社の数

が２社減少しております。 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

(ヘッジ会計の適用) 

 従来、外貨建予定取引に係る為替予約取引、石油製品輸出取引に係る商品先物取引等については時価評価を行

い、その評価差額を損益処理しておりましたが、第１四半期連結会計期間よりヘッジ会計を適用し、ヘッジ会計

の要件を満たしている取引については繰延ヘッジ処理を行うこととしております。 

 これは、金融商品に関するリスク管理体制を見直し、ヘッジ会計を適用する環境が整備されたことに伴い、為

替及び商品等の変動リスクの管理活動を財務諸表に適切に反映し、財政状態及び経営成績をより適切に表示する

ためのものです。 

 

前連結会計年度 
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日)

 １ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借

入に対し債務保証を行っております。 

 

バイオマス燃料供給事業
組合 

3,482百万円

㈱ジェイ・エル・エス 13百万円

従業員 748百万円

合計 4,243百万円

 １ 偶発債務 

 連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借

入に対し債務保証を行っております。 

 

バイオマス燃料供給事業
組合 

1,644百万円

従業員 684百万円

合計 2,329百万円

(自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日 
至 平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

 

 
減価償却費 31,098百万円

のれんの償却額 1,020 〃 

負ののれんの償却額 △154  〃 
 

 
減価償却費 31,816百万円

のれんの償却額 853 〃 

負ののれんの償却額 △154 〃 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  
  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  
  

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 3,390 9.00 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金

平成23年８月４日 
取締役会 

普通株式 3,390 9.00 平成23年６月30日 平成23年９月７日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 3,390 9.00 平成23年12月31日 平成24年３月30日 利益剰余金

平成24年８月７日 
取締役会 

普通株式 3,390 9.00 平成24年６月30日 平成24年９月６日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産、建設工事、自動車用品

の販売及びリース業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益調整額△30百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年１月１日  至  平成24年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産、建設工事、自動車用品

の販売及びリース業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益調整額△15百万円は、セグメント間取引消去です。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

     (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３）石油事業

エネルギー
ソリューシ
ョン事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 2,032,037 38,244 2,070,281 7,354 2,077,636 ― 2,077,636 

  セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

2,017 3,291 5,308 2,622 7,930 △7,930 ― 

計 2,034,054 41,535 2,075,590 9,977 2,085,567 △7,930 2,077,636 

セグメント利益又は損失 
（△） 

81,734 △19,601 62,132 1,487 63,620 △30 63,589 

     (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３）石油事業

エネルギー
ソリューシ
ョン事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,867,758 47,425 1,915,183 6,820 1,922,004 ― 1,922,004 

  セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

6,548 3,939 10,488 3,034 13,522 △13,522 ― 

計 1,874,307 51,364 1,925,672 9,854 1,935,526 △13,522 1,922,004 

セグメント利益又は損失 
（△） 

14,114 △15,631 △1,516 1,240 △275 △15 △291 

― 17 ―



  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 
（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

   ２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成23年１月１日 
至  平成23年９月30日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日 
至  平成24年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は 
四半期純損失金額（△） 

86円33銭 △24円16銭 

  (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）  
  (百万円) 

32,514 △9,098 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額又は 
  四半期純損失金額（△）(百万円) 

32,514 △9,098 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 376,624 376,623 
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（１）中間配当 

平成24年８月７日開催の取締役会において、平成24年６月30日の最終株主名簿に記載又は記録された

株主又は質権者に対し、次のとおり中間配当を行う旨決議しました。 

 （イ）中間配当による配当金の総額           3,390百万円 

 （ロ）１株当たりの金額                    9円 

 （ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成24年９月６日 

  
（２）訴訟 

防衛庁（現防衛省）へのジェット燃料等の入札に係る独占禁止法関連事件については、公正取引委員

会の課徴金納付命令（金額5億7,744万円）に関し、課徴金の算定方法に対する当社の主張が審決で認め

られなかったため、平成23年３月16日に東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起していましたが、平成24

年５月25日に言い渡されたその判決においても当社の主張が認められず、同判決は平成24年６月11日に

確定しました。また、同事件に関連し平成17年12月に提起された民法第704条に基づく不当利得返還請

求訴訟については、平成23年６月27日に当社に対し8億7,554万7千円及びその遅延利息の支払いを命ず

る判決が出され、当社はこれを不服とし、平成23年７月８日に東京高等裁判所に控訴しております。 

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 
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平成24年11月14日

昭和シェル石油株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭

和シェル石油株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間(平成24年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年１月１日から平
成24年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和シェル石油株式会社及び連結子会社の
平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    山    本    昌    弘    印 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    田    邊    晴    康    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年11月14日 

【会社名】 昭和シェル石油株式会社 

【英訳名】 SHOWA SHELL SEKIYU K.K. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 新井 純 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区台場二丁目３番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 昭和シェル石油株式会社 近畿支店 

 （大阪市中央区道修町三丁目６番１号京阪神御堂筋ビル） 

  昭和シェル石油株式会社 中部支店 

 （名古屋市中村区名駅三丁目25番９号 堀内ビル）  

  



当社代表取締役社長新井純は、当社の第101期第３四半期(自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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